
情報処理技術者試験業務について 
（官民競争入札等監理委員会ヒアリング用資料） 

 
平成１８年１０月１６日 
経済産業省情報処理振興課 

 
ア 制度・業務の現状 
① 業務の概要（別紙１参照） 
・業務の目的 

情報処理に関する業務を行う者の技術の向上に資すること（情報処理
の促進に関する法律（昭和４５年法律第９０号）第７条第１項）。 

・業務の概要及び具体的実施方法 ： 
経済産業大臣が試験の実施主体であるが、実施に関する事務は独立行
政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に行わせている（情報処理の促進
に関する法律第７条第１項、第２項）。 
ＩＰＡは自前の試験会場を持たず、民間の試験会場（大学等）を借用
し（全国約３００ヶ所程度）、春・秋の年２回、試験を実施（全１４区
分のうち、３区分は年２回、１１区分は年１回実施）。 
試験案内や願書受付、試験会場の運営等、主要な業務の相当部分を民
間に委託。 
試験問題の作成及び採点は、ＩＰＡから委嘱を受けた民間人（平成１
８年１０月１日現在計３７８名）が実施。 

・業務実施フローと実施主体（別紙２） 
 
〔参照条文〕 

○ 情報処理の促進に関する法律 
第七条 経済産業大臣は、情報処理に関する業務を行う者の技術の向上に資するため、
情報処理に関して必要な知識及び技能について情報処理技術者試験を行う。  

２ 経済産業大臣は、独立行政法人情報処理推進機構に、情報処理技術者試験の実施に
関する事務（以下「試験事務」という。）を行わせることができる。  

３～９ （略） 
 
② 業務実施に当たっての全体の組織体系（別紙３）  
 
③ 業務量に関する指標の実績               （人、千円） 
 １５年度 １６年度 １７年度 
応募者数 772,334 699,928 664,014 
うち受験者数 507,544 461,629 435,305 
事業費 4,197,152 3,457,176 3,222,121 
注：試験事務は平成１６年１月に（財）日本情報処理開発協会から（独）情報処理推進機構に移管され
たことから、１５年度は両団体の合計となっている。 
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イ  公共サービス改革法に基づく官民競争入札等の対象とすることについての所
見及び措置の概要
(ｱ) 基本的認識 

情報処理技術者の適正な育成のためには、特定の企業、機種等に依存しな
い中立かつ広範な情報スキルの習得を目的とした試験を行うことが必要
であり、この点で現行の情報処理技術者試験に代わりうる民間試験は存在
しない。従って、情報処理技術者試験は、引き続き国家試験として実施す
ることが適切である。 
試験業務に従事するＩＰＡ職員の人件費や諸管理費等、試験業務に係る経
費はすべて受験料収入で賄っており、国費の支出はない。また、民間活力
を活用しつつ、効率的に業務を実施することにより、低額の受験料（5,100
円）を維持している。 
試験の実施に当たっては、試験会場をすべて民間から借り上げているほか、
試験会場の運営等主要な業務を民間に委託するなど、既に業務の相当部分
を民間に開放している。 
また、構造改革特別区域制度に基づき、専門学校等の民間講座の修了者に
対して一部試験を免除するなど、民間活力活用の観点から、積極的に規制
緩和を行ってきている。 
なお、官民の役割分担を含む情報処理技術者試験の今後のあり方について
は、産業構造審議会情報経済分科会情報サービス・ソフトウェア小委員会
の下に設置された人材育成ＷＧ（第１回を今月２７日に開催予定）におい
て、今後、検討が行われることとなっている。 

 
(ｲ) 試験実施に係る調査・企画、試験問題の作成、採点、合格候補者の確定 
これらの業務は、試験事務の中核をなすものであり、厳格な適正性及び中立
性が求められることから、国の行政機関等が自ら実施する必要がある（公共サ
ービス改革基本方針①）。 
なお、試験問題の作成及び採点については、国内における情報技術専門家及
び学識経験者等の英知を結集するべく、高度かつ専門的な知見を有する４００
名近い民間の試験委員にその業務を委ねており、現状、これと同等の問題作成
能力を有する民間組織は存在しない。 

 
(ｳ) 試験会場の確保 
試験会場の確保については、国の行政機関等が自ら実施する必要はなく（基
本方針①）、また、実施主体の創意工夫を適切に反映させる余地がある（基本
方針②）。しかしながら、厳格な入札手続により透明性・公正性を担保する必
要はなく（基本方針③）、現実に、ＩＰＡの会計規程（別紙４）に定める手続
に従って既に一部業務を民間に開放済みである。加えて、現在、地方の支部が
実施している業務については、今後、地方支部の一部廃止を含めた抜本的な見
直しを進めていく中で、順次、民間に開放する予定である。 
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なお、現状、試験会場の大半を比較的安価に提供している大学等教育機関は、
個別の依頼に応じて受動的に試験会場を提供しているにとどまり、競争入札を
行った場合、積極的に応札する意思を有しているところは皆無に近い。このた
め、今後も、これらの試験会場の確保については、引き続き随意契約とせざる
を得ない。（ちなみに、本年９月、人事院において、国家公務員試験の全国の
試験会場について公募したところ、応札なしとの結果であった。） 

 
(ｴ) 試験案内（案内書の印刷・発送等）、願書受付 
これらの業務については、国の行政機関等が自ら実施する必要はなく（基本
方針①）、また、実施主体の創意工夫を適切に反映させる余地がある（基本方
針②）。しかしながら、厳格な入札手続により透明性・公正性を担保する必要
はなく（基本方針③）、現実に、ＩＰＡの会計規程に定める手続に従って既に
すべての業務を民間に開放済みである。 
なお、民間開放に当たっては、基本的にすべて競争入札手続を実施している。 

 
(ｵ) 試験会場の運営 
試験会場の運営については、国の行政機関等が自ら実施する必要はなく（基
本方針①）、また、実施主体の創意工夫を適切に反映させる余地がある（基本
方針②）。しかしながら、厳格な入札手続により透明性・公正性を担保する必
要はなく（基本方針③）、現実に、ＩＰＡの会計規程に定める手続に従って既
に一部業務を民間に開放済みである。さらに、現在、地方の支部が実施してい
る業務については、今後、地方の支部の一部廃止を含めた抜本的な見直しを進
めていく中で、順次、民間に開放する予定である。 
なお、現在、民間に開放している業務は、商工会議所等に、実費相当による
協力ベース（随意契約）で実施してもらっている。（ちなみに、平成１７年度、
１万人規模の会場及び２千人規模の会場について会場の運営を一括して民間
委託したところ、その費用は、ＩＰＡが実施した場合に比べて３割程度割高と
なった。） 
 
 

ウ 外部資源の活用状況 
(ｱ）試験問題の作成、採点 
① 委託先、委託形態 
 ＩＰＡの内部規程に基づき、情報技術に係る専門家、学識経験者約３９０ 
名に委嘱 
② 業務内容 
試験問題の作成、採点 

③ 業務の財源及び金額 
    財源は受験料、413,277 千円（１７年度） 
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（ｲ）試験会場の確保、運営 
① 委託先・委託形態 
商工会議所等４１団体（別紙５）、請負契約（随意） 
※会場数ベースで業務全体の約１／３に相当 

  ② 業務内容 
会場確保、会場責任者・試験監督者の確保、会場設営、試験問題の配付、
回収 等 

③ 業務の費用の財源及び金額 
財源は受験料、63,534 千円（１７年度） 

 
（ｳ）試験案内（案内書の印刷・発送等）、願書受付 
① 委託先・委託形態 
印刷業者、運送業者、インターネット業者、コンビニ等 

  ② 業務内容 
印刷、配送、ホームページへの掲載、受験料徴収 

③ 業務の費用の財源及び金額 
財源は受験料、520,562 千円（１７年度） 

  

 
エ 連絡先（担当者） 
経済産業省商務情報政策局情報処理振興課 
中村大紀 03-3501-1512 PHS71984 nakamura-taiki@meti.go.jp 
磯貝智也 03-3501-1512 PHS71911 isogai-tomoya@meti.go.jp
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別紙３

組織図 平成 18年 10月 1日現在

ＩＰＡ 情報処理技術者試験センター

四 国  九 州  沖 縄
（２名） （３名） （２名） 

  2名嘱託

中 部  近 畿  中 国
（３名） （４名） （２名） 
         内 1名派遣

センター長 本部：３７名

支部：２８名

合計：６５名

北海道  東 北  関 東
（２名） （２名） （８名）
     内 1名派遣

支 部

試験の実施

願書の配布
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独立行政法人情報処理推進機構会計規程（抜粋） 
 

平成１６年１月５日 
２００３情総第９号 

 
第５章 契約 
（予定価格の設定） 
第２９条 機構は、契約を締結しようとするときは、あらかじめ、当該契約に係る予定価格を定め
なければならない。ただし、契約金額の少額のもの又は契約の性質上予定価格を設ける必要がな
いと認めるものについて随意契約による場合は、これを省略することができる。 

 
（一般競争契約） 
第３０条 機構は、売買、貸借、委託、請負その他の契約を締結する場合においては、次条及び第
３３条に定めるところにより指名競争契約又は随意契約の方法による場合を除き、一般に公告し
て競争に付さなければならない。 

 
（指名競争契約の要件） 
第３１条 機構は、次の各号の一に掲げる場合においては指名競争に付すことができる。 
一 契約の性質又は目的により競争に加わるものが少数で一般競争に付する必要がないとき。 
二 一般競争に付することが不利であると認められるとき。 
三 前２号に規定するもののほか、事業運営上必要があるものであって、別に定めるとき。 
 
（落札者の決定） 
第３２条 機構は、前２条の規定により競争入札に付したときは、当該契約の目的に従い、予定価
格の範囲内において原則として購入等にあっては最低の価格、売却等にあっては最高の価格によ
る入札者に落札するものとする。 

 
（随意契約の要件） 
第３３条 機構は、次の各号の一に掲げる場合においては、随意契約によることができる。 
一 契約の性質又は目的により契約の相手方が特定しているため、その者と契約を締結しなけれ
ばその目的が達せられないとき。 
二 緊急を要する場合で、競争に付す暇がないとき。 
 
三 競争に付することが不利であると認められるとき。 
四 競争に付しても入札者がないとき又は再度の入札に付しても落札者がないとき。 
五 前各号に定めるもののほか、事業運営上必要があるものであって、別に定めるとき。 
 
 
（見積書） 
第３４条 随意契約による場合には、原則として、２人以上の者から見積書を徴さなければならな
い。 

２ 契約金額が１万円を超えない契約又は慣習上見積書の作成を要しないと認められる契約につ
いては、見積書の徴取を省略することができる。 

 
（保証金） 
第３５条 機構は、競争に加わろうとする者から入札保証金を、契約を締結する者から契約保証金
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を収めさせなければならない。ただし、その必要がないと認める場合においては、入札保証金又
は契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 
（契約書の作成） 
第３６条 機構は、契約を締結しようとするときは、契約書を作成しなければならない。ただし、
別に定める軽易な事項については、契約書の作成を省略し、請書、見積書、請求書等契約の事実
を明らかにする書類をもってこれに代えることができる。 

 
（検査） 
第３７条 機構は、契約の相手方がその履行を完了したときは、その履行の結果を別に定めるとこ
ろに従い、検査しなければならない。 

附 則 
この規程は、平成１６年１月５日から実施する。 





情報処理技術者試験の収支状況

（参考）

（単位：円）

科　　　　　　　目

経常費用
　業務費
　　人件費

　　　給与手当 177,666,696
　　　賞与 55,283
　　　法定福利費 22,651,625
      その他 9,633,945 210,007,549

　　経費
　　　賃借料 489,736,829
　　　減価償却費 97,498,771
　　　通信運搬費 191,315,198
　　　謝金 499,281,814
　　　図書印刷費 382,990,482
　　　業務委託手数料 296,408,359
      その他 168,617,657 2,125,849,110 2,335,856,659

　一般管理費
　　人件費

　　　役員報酬 4,730,490
　　　給与手当 216,847,230
　　　賞与 49,896,957
　　　賞与引当金繰入額 20,182,513
　　　法定福利費 37,408,576
　　　退職給付費用 22,435,600
      その他 20,713,875 372,215,241

　　経費
　　　賃借料 165,081,866
　　　修繕維持費 133,446,870
　　　減価償却費 7,916,484
　　　事業管理費 27,856,390
　　　租税公課 54,010,963
　　　引越費用 31,942,983
      その他 93,793,854 514,049,410 886,264,651

　経常費用合計 3,222,121,310
経常収益
　業務収入
　　試験手数料収入 3,390,945,400
　資産見返寄附金戻入 7,916,484
　財務収益
　　受取利息 64,481
　　有価証券利息 86,148 150,629
　雑益
　　証明書発行手数料 2,424,800
　　その他雑益 860,650 3,285,450
　経常収益合計 3,402,297,963

　　　経常利益 180,176,653

臨時損失
　固定資産除却損 7,345,167
  過年度消費税加算金 1,579,134 8,924,301

税引前当期純利益 171,252,352
法人税、住民税及び事業税 10,207,087
過年度還付法人税等 △ 226,181,400 △ 215,974,313
当期純利益 387,226,665
当期総利益 387,226,665

金　　　　　　　額

損益計算書
（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

試験勘定




